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（適用範囲） 

第１条 共架事業者が所有する共架設備を東京電力パワーグリッド株式会社（以下，東電ＰＧと

いう）の電柱中間部への機器設置等これに準じる設備で，付属物として蓄電池を設置す

る場合（以下「機器設備（蓄電池設置）」という），およびそれらを取り付ける共架工事

は，この共架技術基準により実施するものとし，東電タウンプランニング（以下，当社

という）は，この基準に基づいて良否判断や検分等を行う。 

（共架設備の種類） 

第２条 共架事業者の施設する共架設備は機器本体，蓄電池システム（整流器＋蓄電池単体），機

器施設用腕金，および収容箱（保安器・ブレーカーを含む）等の付属設備ならびに電線類

とし，蓄電池システム（整流器＋蓄電池単体）は以下の各号に適合すること。 

なお，これらを総称して共架事業者の設備という。 

(1)蓄電池の種類はリチウムイオン蓄電池とする。

(2)リチウムイオン蓄電池システムは以下の仕様とする。

項目 仕様および機能 容量＞500Ｗｈ 500Wh≧容量＞
160Wh 

160Wh≧容量

蓄
電
池
単
体

JIS 規格 準拠規格 JIS C 8715-2 JIS C 8714
JIS C 62133-2 

JIS C 8714
JIS C 62133-2 

爆発
(ガス) 
対策 

内圧上昇防止機能 要 要 －
加熱制御機能 要(JIS C 8715-2

にて規定あり) 
要 －

発生ガスへの引火
防止※１ 

要 要 要

火災対策 類焼試験 要※２ 要※２ －

（
整
流
器
＋
蓄
電
池
）

蓄
電
池
シ
ス
テ
ム

JIS 規格 準拠規格 
JIS C 4412※5 JIS C 4412※5 JIS C 4412※5
JIS C 61000-6-7

※6
JIS C 61000-6-7

※6
JIS C 61000-6-7

※6
耐水性 保護等級 IP55 以上 IP55 以上 IP55 以上
爆発
(ガス) 
対策 

内圧上昇防止機能 要※3 － －
発生ガスへの引火
防止※１ 

要※3 要※3 要※3

火災対策 類焼試験 要※4 要※4 －



※１ 正常時・異常時問わず可燃ガスが生じる場合

※２ 蓄電池部と整流器が「別筐体」の場合かつ、※４において蓄電池部のみでの類焼

試験を選択した場合 

※３ 蓄電池部と整流器が「同一筐体」の場合のみ

※４ 蓄電池部と整流器が「同一筐体」「別筐体」どちらの場合も実施する。「別筐体」

の場合、実際の筐体設置位置関係で実施すること。また、整流器部に対して蓄電

池の熱暴走・発生ガスに起因する影響(発火・溶融等)が無い場合、蓄電池部のみ

での類焼試験としてもよい JIS C 61000-6-1 および JIS C 61000-6-2 に準拠

することでもよい 

※5  JIS C 4412-1:2014 へ準拠することでもよい

※6  JIS C 61000-6-1 および JIS C 61000-6-2 に準拠することでもよい

(3)配電系統電源停止時に蓄電池から配電系統へ逆潮流しないこと。

(4)実際の設置位置において想定される環境下（温湿度等）で，発火・破裂・落下の恐れが

ないこと。

(5)蓄電池システム（整流器＋蓄電池単体）の設計上の期待寿命を越えた設備を使用しない

こと。

(6)定期的な保守を実施すること。

（設置数の上限） 

第３条 共架事業者の設備は，他の事業者の基地局，機器設備などの申請および設置がされてい

ない東電 PGの電柱へ設置できるものとし，1柱 1契約とする。 

（所有者の明示） 

第４条 地上から容易に所有者を識別できるよう，共架事業者の設備には「社名」もしくは「マ

ーク」を表示すること。 

（共架柱の種類） 

第５条 共架柱として使用する東電 PGの電柱は，次のすべての要件を満足する10m以上の電柱

とする。ただし，共架事業者の設備の設置に際し，保守・保安上支障を及ぼすおそれのあ

る電柱は対象外とする。 

(1)海岸から 500ｍ以内の地域，臨海工業地域，及びこれに準ずるガス汚染地域，温泉による

酸害地域以外の電柱とする。ただし，塩塵害及び酸害等を考慮した防腐性能を有し，東電

ＰＧが承諾した設備を施設する場合は，この限りでない。



(2) 13m未満の電柱においては，東電 PGの高圧本線が設置されていないこと。 

(3) 14m未満の電柱においては，東電 PGの高圧本線が 2回線以上設置されていないこと。 

(4)至近年度において電線類地中化計画がない地域とする。ただし，共架事業者双方協議によ

り地中化工事開始前の期間に限定した共架となる場合はこの限りでない。 

(5)移設工事が予定されていないこと。ただし，共架事業者双方協議により移設工事実施前の

期間に限定した共架となる場合はこの限りでない。 

(6)東電 PGの電力線，または，他の事業者の通信線の立上りが設置されていないこと。

(7)東日本電信電話株式会社の通信線が，突出し金物により設置されていないこと。ただし，

機器施設用腕金を第８条２(1)に定める取り付け範囲内へ取り付けることにより，東日本

電信電話株式会社の突出し金物に接触せずに設置が可能な場合はこの限りではない。 

(8)東電 PGの低圧系統が地中化されていないこと。ただし，共架事業者が道路管理者，自治

体などの承諾を得た場合はこの限りでない。

(9)共架事業者の機器施設用腕金の取り付け範囲に，街路灯および掛（袖）広告が設置されて

いないこと。ただし，街路灯に接触せずに設置が可能であり，掛（袖）広告より10cm以

上離れた位置に設置が可能である場合，かつ，街路灯の照明範囲ならびに掛（袖）広告へ

の視界を妨げない場合についてはこの限りではない。 

（離隔距離）

第６条 共架事業者の設備と東電 PG の電気工作物との離隔は，次のとおりとし，電気設備技術

基準等の関係法令上の離隔を満足すること。

(1)共架事業者の設備と東電 PGの電柱表面の離隔    ・・・ 30cm以上 

(2)共架事業者の設備と東電 PGの高圧線との離隔    ・・・ 80cm以上 

(3)共架事業者の設備と東電 PGの低圧線との離隔    ・・・ 60cm以上 

(4)共架事業者の設備と東電 PGの低圧引込線との離隔  ・・・ 30cm以上 

(5)共架事業者の設備と東電 PGの変圧器装置台との離隔 ・・・100cm以上 

（共架柱への荷重計算） 

第７条 共架事業者の電柱中間部利用設備は共架柱に及ぼす荷重について当社が関係法規（電気

設備の技術基準第３２条）で定める風圧荷重を考慮したものを計算するために必要なデー

タを提供すること。当社はそれらをもとに電柱強度の確認を行う。

なお，必要なデータとは電柱中間部利用設備の取付寸法とし，次の通りとする。 

(1)提供対象は図１［平面図］の設備正面とする。 

(2)具体的な取付寸法は図１［正面図］の通り「Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ」を提供する。なお，寸法単

位はｃｍ，整数とし，小数点以下切り上げとする。



(3)設備形状別の取付寸法考え方は図２，図３，図４の通りとする。 

電柱

通信線路

正面

［平面図］ ［正面図］

Ａ Ｂ

電柱中心

Ｃ Ｄ

Ａ：電柱中心～設備最左端

Ｂ：電柱中心～設備最右端

Ｃ：電柱中心より左側

設備最上端～設備最下端

Ｄ：電柱中心より右側

設備最上端～設備最下端

図１ 取付寸法について

［平面図］
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Ｃ

電柱中心



図２ 設備形状別取付寸法考え方①

図３ 設備形状別取付寸法考え方②
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図４ 設備形状別取付寸法考え方③



（機器施設用腕金の耐荷重） 

第８条 機器施設用腕金は，電柱に取り付けた状態で電柱表面から 10cm 離れた位置において，

腕金に取り付ける資機材重量に 690N を加えた荷重以上に耐えられるものを設置すること。 

（設備の施設） 

第９条 共架事業者の設備を東電 PG の電柱に設置する場合の共通事項として，共架事業者の設

備は，街路灯および掛（袖）広告，巻広告に支障を及ぼさない地上高，かつ道路法で定め

る地上高以上の位置に設置すること。 

２ 共架事業者の設備を東電 PG の電柱へ設置する場合の取り付け範囲は以下のとおりとす

る。 

(1)機器施設用腕金の取り付け範囲

① 地上高 5.3m以下，かつ通信線最下部より20cm以上下方の位置に設置すること。 

② 槍出し方向は通信線路に対し直角方向とすること。ただし，東電 PGまたは他の事業者

の設備および保守・保安等に支障を及ぼさず設置できる場合については，弱電流電線の

通信線路に対し直角方向より左右に１５°の範囲へ設置できるものとする。

③ 昇降側(通常は線路の家屋側)には槍出ししないこと。

◎腕金の取り付け範囲

   ［上面図］                   ［断面図］ 

図５ 腕金の取り付け範囲
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(2)共架事業者の設備（機器施設用腕金を除く）の取り付け範囲は次のとおりとする。

① 地上高 5.5m未満，かつ通信線最下部より下方の位置に設置すること。 

② 街路灯および掛（袖）広告，巻広告に支障を及ぼさない地上高，かつ道路法で定める地

上高以上の位置に設置すること。 

③ 通信線路に対して直角方向に槍出した腕金上に設置すること。ただし，機器施設用腕金

を第８条２(1)に定める取り付け範囲内へ取り付けることにより，東日本電信電話株式

会社の突出し金物並びに街路灯に接触せずに設置が可能な場合，および掛（袖）広告に

より10cm以上離して設置することが可能であり，街路灯の照明範囲ならびに掛（袖）

広告への視界を妨げない場合はこの限りではない。 

④ 電柱上部への昇降支障回避のため，電柱表面の周囲から 30cm 以上離して設置するこ

と。 

⑤ 通信線の保守・作業性を考慮して，通信線から周囲 20cm以上離して設置すること。

⑥ 下記の電柱の場合においては，東電 PGの電力設備の保守・作業性を考慮して，地上高

5.0mの位置から電柱上方 45度の範囲を除いて設置すること

ただし，変圧器が低圧線の上部に設置されている電柱はこの限りでない。 

・東電 PGの高圧本線が1回線設置されている13m以下の電柱 

・東電 PGの高圧本線が1回線設置されている14m以上の電柱で，東電 PGの低圧本

線に分岐がある，または道路形態上分岐の可能性がある電柱

・東電 PGの高圧本線が2回線以上設置されている 14m以上の電柱 



◎共架事業者の設備の取り付け範囲 

   ［上面図］ 

   ［断面図］                   

図６ 共架事業者の設備の取り付け範囲 
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かつ道路法で定める地上高以上

また，掛（袖）広告より 10cm以上離すこと



(3)共架事業者の設備と接続する電線類の取り付け範囲 

① 東電 PGの低圧線にはケーブルを使用し，共架事業者の通信線にはケーブルまたはケー

ブルと同等以上の防護を施した電線を使用すること。 

② 共架事業者の通信線と東電 PGの低圧線は，直接接触しないように取り付けること。 

③ 共架事業者の機器施設用腕金に沿って設置する電線類は，腕金の上面以外の場所に腕

金から垂れ下がらないよう，堅固に取り付けること。また，通信線の位置は家側概ね 45

度とすること。

④ 共架事業者の機器施設用腕金に沿って設置する電源線は，その腕金の上面に出ないよ

う，かつ，垂れ下がらないよう設置すること。 

     ［上面図］ 

図７ 共架事業者の設備と接続する電源線の電柱への固定位置 

（接地工事） 

第 10条 共架事業者が接地線を施設する場合は，共架事業者の接地線は次により設置する。 

(1)共架事業者の接地線と東電 PGの接地線とは共用しないものとする。やむをえず同一電柱

に接地極を施設する場合は，図４のように設置すること。なお，この場合は，既設の接地

極から 1m以上隔離すること。

(2)接地線は足場釘（ボルト）から 7cm以上隔離し設置すること。

(3)接地線は地表上 2m までの部分を合成樹脂管などで保護の上，接地線，保護管とも 1m

間隔でガラス繊維入り軟質ビニルバンドおよびステンレスバンドで電柱に支持すること。 

図８ 接地線の設置位置 
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（疑義の決定等） 

第 11条 本技術基準に基づく共架事業者の設備の設置に関し，東電 PGの保守・保安上に支障が

生じた場合，または，本技術基準に明記のない事項で疑義を生じた場合は，関係法規を基

準として，その都度，共架事業者と当社で協議し処理するものとする。

以上（以下余白） 




